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第4章　我が国が宇宙開発を進めるに

　　　　　当たって㊧問題点

　　　1．国際的な条件と計画の進め方

　　　ほ｝我が国の置かれた立場

　　　　　　我が国は、その経済力や三三技術水準等によってぢ国際社会に語いて

　　　　　は、米、ソ、EG諸国ξ並ぶような国として科学技術の進歩と三三の福

鱗　　　　祉の向上に対して応分の協力を行う立場にある。

　　　　　　しかし、一方では・我が国は地理的・：文化的及び政治的条件によって・

　　　　　ひどつの独立した単位を構成しており・他の条件に鉛いて！ま比較的似た

　　　　　　　　ど
　　　　　薗際的地位にあるが、．数か国で共同して計画を進めることのできるEG’

　　　　　諸国に比べて、我が国は単独で独自の技術を築き≠1げて喚かなければな

　　　　　らないという極めて厳しい条件の下に置かれている。ζのため、我が国

　　　　　が宇宙開発の分野で国際協力を進めるにi当たっては、米、ソ、EC諸国、

　　　　　日本という立場で世界の宇宙開発事業の分担と協力を行っていくという

　　　　　形で進めざるをえないであろう。したがらて、我が国が自国固有の計画

《　を遂行するためにも国際社会の唄として国際的効担と助による

　　　　　計画を進めるために唱、我が国独自の技術を築き上げていぐことは不可

　　　　欠と考えちれる。

　　　（21他国との開発0）バランス

　　　　　　現在、我が国の宇宙開発は、科学の一部を除いて米ソに大きく水をあ

　　　　　けられ、EG諸国とともに第2グ）レ「一プを構成している。しかし、基礎

　　　　　科学の振興と実利用の推進の両面にわたって長年の努力をしてきたEG、

　　　　　諸国は最近ではそれらの実績をふまえてアーリアン・ケットやスペース
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　ラブ等の計画を進めて司り、我が国はEC諸国との間にも水をあけられ

　はじめている。’

　　¢の場合、特にEC諸国の計画をみれば、次のようになっている。

　①宇宙開発計画の遂行の第1のポイン，トは、EG諸国嘱合に騨に．

　　利用効果のみではなく生産効果を域内諸国のものとするところにあり、

　　このた細腰なも餌働域内諸国卿で生産していくという方向

　　をとっている・こう鴇趣きは大なり小なりほとんどの先進工業国

　　にみられる行旧式であり＼我が国として回外で旧い。’　　醗

　②　EC諸国の計画遂行の第2のポイントは、知識集約型技術の育成に

　　対する戦略が明快なことである。すなわち、、ユggb年頃には世界の．

　　嬬線レベゆ技術国ほること鋤ざし・まず輿車鯉の分野で独

　　自の技術を築きあげ、これらをふまえてスペースラブの開発を行い、

　　シャト々システムの中で幽きぐこの部分のシ柔アーを押え、さらに多

　　ぐのものについて先進甲の受注にも応じうるような葡を搬ようと

　　　　　　　　　　　　　
　　している・応酬の揚命にはまだこ卿存瀟基盤樋門ていない

　　が、我が国の置かれた立場はEC諸国とあまり異なるところはないで’

　　あろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ρ・
　③　EC誇国の計画遂行の第3のポイントは、1先進国の門員として科学

　　等の人類の進歩への貢献の分野で相応の倖置を占めることはもちろん、

　　特に材料製造等の応用分野に澄いて先端性を追求しようとしているこ

　　とである。

．　　こg点は日本も全ぐ同様であるへしかし、西欧酵国炉198・0年か

　　・ら怒畝ラブでこの分野の計画を進め・，鰍諸甲も・こ噸から応用

騨綱出　とを脚∵ヒ較菊酒噸朔1駈

　　　　　　　　　　　　一45一
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　　　　　できるものを整備できなければ、我が国はこれら諸国との間に回復で

　　　　　きない程の格差をつけられることも予想され’る。

　　　　④　EG諸国の計画遂行の第4のポイントは、宇宙開発においても独自

　　　　　の技術を形成していることである。すなわち1従来はディァマンのよ

　　　　　．うな小型・ケット嫡有していたとしてもその大部分の計画は米国に依

　　　　　存していた・しかし・一方で嫡またESA独自の計画を遂行するため

’　　　　の自己の自由になる飛翔体としてアーリアンロケットを製作しようと

二《一艪驕E @．．、1・　　1・
　　　　　　　　輝｝ソ連・中国・．EC諸国・躰と鱒キうにそれぞれ

　　　　　宇宙今野で独自の技術を形成しようとする国は・大なり小なりこのよ

　　　　　うな自国独自の飛翔体を保持レ、その上に各種の応用技術を開拓しよ

　　　　　うとしている。髄

　　　　　　このように、日本とEC諸国は宇宙開発に澄ける国際的立場に澄い

　　　　　ては基本的1二は類似した毎置にあり、『我が国の宇宙開発の基本路線も、

　　　　　：EG諸国と類似する考え方をベースとして、全体的にはEC諸国に遅

　　　　　れず、いくつかの分野では米ソにも並ぶものとしていぐ必要があろう。

翁
2・惑星計画をはじめとする入弾手課題への取綿み方

　　惑星探査や大型望遠鏡打上げ等の巨大科学（ρ様相をもった宇宙開発活動

　は、我が国ρ科学技術を駆使して、木工全体に対すや課題（ρ解明に貢献し

　ていけるものであり、人類の一層の進歩発農に大きく寄与することができ

　るものセある。

　我が国もこ0）分野で自主開発を進めることのでき為潜在的能力を備える

に至りていや。したがりて・・惑星探査を1‡じめとする人類的課題ヒ対する
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宇宙開発活動の取り組み方について検討し、その三三回する幽たっそ

は、すで1三述べた我が国の宇宙開発における一般的立場を考慮し、現実の

計画として配慮する必要炉ある。特に・それぞれ宇宙科学の分野として真

理追求上の必要性と同時に巨大科学として社会的な影響力と波及効果を十

分に考慮し、計画を策定することが重要となっている。即ち、

①）月・惑星探査の持つ技術開拓性．

　　過去の技術の開拓史を見ても定常化した日常性∂）中では、既定の技術

の飴せ醗達し七も、決して技術噺領域1まもたらさ綴かった。夢

　　技術の新領域は今後我が国の技術陣がより困難な目標に挑むことから

　生ずるであろう。惑星探査のように地球から数億㎞も離れた領攻に諸観

測濁を開回るための瀟への繍よ・『る三一磯斑で我が函

　文明活動や生活において将来遭遇するであろう壁を突破する貴重な手段

　を提供してゆぐであろう。

②）・惑星探査の持つ精神的開拓性

　　我が国は科学拉術の水準の高い国となる必然を持っている。ζれは、

我が国の人口・紐・資源とい磯基本・・ラメータ’一の比と国民の瑚

　を求める程度がしからしめたものである。こうした科学技術に根ざす文
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　醗

　明形態を持った国として・将来の文明的展望がプラス（今後ますます増

　回するρ）になるか、々イナス（停滞ないし、減衰）になるかば由民が

　開拓性を持つか持たないかで大きぐ左右される。

　　こうした開門噺た銑端的問騨と粥むところに生まれ・醒

　探査や遠宇宙の謎の解明といりた活動は、この線に憎致する問題の一つ

　で・ある。

③）将来の月・惑星実用化時代への布石‘
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　巨大科学という領域に止まらず、この分野は将来の実用面と連続的で

不断のものであり、科学とし七芽萌え、発達すると同時に次第に資源や

居住性を追求する活動も進展して．いぐものであう。こうした領域はぐさ

，らに∴月のみならず惑星の分野にも拡充される可能性があり・地球二三

で見た時、決して一国の活動力で処理，し得るものではない。多くの実力

と関心を持つ諸国の参加力ご必要である。我が国春高度の科学技術水準を

維持することを重要視÷る．限り、こうした将来の天体活動に十分備えら

れるような活動を展開し、このような分野の宇宙技術を育成してゆく必

要がある。

3。宇宙開発活動の共潭手段の確立に当たっての問題

　1980年代に入れば宇宙船の時代が到来する5宇．宙船は、

①　各種の宇宙活動の母船ないし作業所としての機能を保有することによ

　　り、ミ歩ション機器の負担を極めて軽ぐして、各種の宇宙開発活動の高

　　度化や容易化を図るこζができるよう1なシステムの確立を図るものであ

　　り、有人、無人をとわナ三宿や観測等の在来型の人工衛星を用いた活動

　　ρ飛蹴雄展を促進鍋と向時に宇宙理工学や材料興野の縮蹴，

　、を利用した新しい活動領域の途を開くものであること。

②　また、宇宙船に搭載する機器のパッケージ化や交換機能の付与によ？

　　て1同時に多数のミッシランや異種のミッションの達成も行っていぐこ

　　とができ、宇宙開発の効率化、総合化を図っていける庵のであるこ・と。．

　③　将来のより大型の宇宙工場・大型通信管制ステ，一シ・ン・大型凝測ス

　　テーション等の宇宙ステーシ。ン（δ建設め第一歩となる技術を確立する

　　ものであること。
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　等によ一て・今世紀末か三世・紀にかけての三二飲回のキ「弓・ジシ

ョンを講成するものであり、このような宇宙船の保持、運用の有無は、宇

宙開発活動の将来性を旧きぐ左右するものとなるであろう。

　世界的にみれ、ば1このよう：な手段の保有なくしては宇宙開発活動の新旧

欄は大きく繊鱒てしまうこ÷カ・ら米ソに施闘儲醗ズペースラ

ブの開発を進めて論り・溢そらくスペースラブ亭ソゴーズクラスの宇宙船

までは各国又三国のグループはそれぞれのものを保有するようになろてい

』ぐもの拷えられる．我が国に三七も縮醗を湿る以上はこれをよ回

り合理的をかつ有意義のものとするた誇にこのような宇宙船の保有が必要

と教られ・また・特に今後の各種の応用活動を湿するに当たっては、

自らの機器を使用した、り、． ｩ国の宇宙活動の安全性を確保したりするため

に噂ら三面髄・郷三遠騨を物して・‘これらの蝿，

や三篠を行っていく能力をつけていぐことが必要であろう。

　我が国は・スペースラブクラスの宇宙船時代には大幅な遅れをとりて鉛

9＼早急にその対策の樹立が必要であるが二三的に宇翻活動が醗化

す』驍ﾆ思われる1980年代中頃には、比較的簡便に取り扱える4～5t

級30～・4ρ㎡クラス三人宇臨を完成させ宇臨献の醐略㍉ρ

ションの平均的な要請に対処するとともに、将来の拡張やドッキングによ

．る駒大型の宇臨｛ユ・一ユ5t級）や轄ステこシ。ンの建造の鞍

技術を習得する必要があろう。，

また・ス㌻乃ブクラスより耀又囁鮪旨の慈心宇宙ス弘シ

ョジにっ込ては、米ソの独占形態で進むか、各国又は国のグルー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く
がそれぞれ三三縫めるか鶏コンコルドの切姻塩気．

で進むか等の種々・の可能性が考えられるが、我が国は少くともボスド．

』49一『

　　　スベースラ・ブ級の宇宙船時代には主要メツバー国としてその一角を担い、

　　　1990年代から始まると思われる宇帥テーシ・珊珊含めて航の

　　　地位を保持し・貢醐行っていけるよう1二網野緬を進める必要があろう。

　　　　また・ロクットについては、世界の展望でも述べたように、各国で積載

　　　能力・行動能力等にかいて各種のものが作られ、これらは今後ともその整

　　　理統合や新たな展開をみせながらそれぞれの目的に応じて各種の用途に用

　　　いられていぐものと考えられる。

翁
　　　　．我が国でもすでにM・ケ・吸びN・殉トを碧し、N助。曜改

　　　飢たN妙・ト陞の醗や戦勲水素・ケ。ト・）醗研究が進ん

　　　で繋り・これらはそれぞれに低コス．ト化、高性能化や機動化野が図られ、

　　　それぞれの特徴に適した用途に用いられていくとともに、これに続ぐより

　　　大型離能の液体水素・勾ト轍道変換その他の宇宙空間での鋤用．

　　　ケントの技術の基礎を固めていくことになると考えられる。

　　　　第3章に述べた，ように1990年代には、世界的には宇宙船や宇宙ステ．

　　　」㍗ンを軸として広汎かつ多様嬬動カミ展開磯拷えられ笹り・、我・

　　　が国としてもこのような状況のもとにその固有のミゆションを達成してい

・働　　’〈ためには・宇宙船や宇宙プラットフ才一ム等を製作、三四していぐ必要’

　　　があると考えられ、る・我が国がこのめなものの打上手段を保有するとす

　　　れば、技術的可能性、安全性、経済性等からみて10～15t級の宇宙船

　　．の批げ能力を有す砂・トを開発するこζ樋当であると考えられ・・

　　　畝これに厭費ンデブ・ド・㌣グ技術・鯨縫鋪、厳瀟

　　　等の各種の技術を活用していくことによって・・0轍の霰にも応じう

　　　る能力を保持することが可能となろ』う。ヒ

　　　　恥・≠述鉱うに5・・kg以上の在来型静止衛星や4ん5t級の低

、
、
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軌道宇宙船等を打ち上げられる・クッドとして大型液体水素・ケットの開

発研究が進められて回りMこれを1990年代においてさらに汎用性のあ

るものとして飛躍発展させていける可能性は十分に有している。

　’しかし、・このためには、多ぐの，資金や期間を要するので、その具体的な

計画化に当たっては、国際的動向や我が国の技術の推移、経済環境の推移

等を踏まえてさらに十分な検討を加えていぐ必要があり、これを1990

年代に実現するとするならば、昭和50年代前半にばその決断を行ってい

く必要があろう。　　　　　　　　　　　　夢

一51一
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4．有人飛行計画をめぐっての問題

　　有人飛行計画については、ソ連が最初の入工衛星スプートニク1号

呪5年後の・96・年、三三エクスブ・一うからa5年後φ

　1961年にそれぞれ有人飛行に成功して以来20年近く米ソの独占時代

　が続いている。これに対し、ユ980年頃からはESA（仏、独、英、etc）

及び東欧（東独、チェコetc）ρ要員が有人飛行に参加し、これによりて

　世界の有人飛行計画は新展開を始めようとしている。

　一方、我が国は有入システムへの準備は皆無であり、有入飛行計画に関

する限り、他の先進国に対し大きく水をあけられている。

　α）有人システムの必要性

　　　宇宙シ子テムを無入操作のみに限った場合には・その遂行できるミマ

　　ショソは大幅に制限され、しかも十分かつ有効なミッシ』ンの達成が困

　　難な場合が多い。今後時代の進展に伴6てロボッ≦や無入操作機器等の

　　自動化技術も急速に発展し、宇宙システムの無人化が進められると考え

　　られるが、これのみでは複雑かつ多様な宇宙開発活動に対して十分には

　対応していけないものと考えられる。

　　一方、世界的にみれば1980年頃からは米ソ以外の国も有人飛行に

　　のり出．し、各種の実験室としてめ宇宙船及びその近傍に展開きれる人工

　衛星群が数多く打ち上げられ、有人の優利性を活用した各種の活動が積

　極的に展開されていくことになろう。また、他方では従来からの人工衛

　星も無人の通信ステーシ。ンや観測ステーション等の宇宙プラットフ才

　　一ムに発展して行き、それらの機材の交換、点検、修理等が行われてそ

　　の長寿命化や機能の安定化が図ら九ていくようになることが予想されて

　　いる。これらの宇宙ブラッ’トフォームは、それ自体ほ無人であるにして
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　も・そ畷置の際は肺うん・言受置傑ノ糊が随時点検や鯉三等を行つ

　ていくものと考えられ、有人サポートシステムが不可欠のものとなって

　いる。さらに1990年代には居住性能の保有を含めた総合的な宇宙ス

　テーシ。ンに進化セていくものも多いと考えられる。一

　　このように’ユ980年代中頃以降には．もはや有人と無人といりた大

　きな区別がなくなり～入間の字宙開発活動は大きく有人ミッションや有

　人サポートシステムによっ・て支えられるものとなっていくもの幽と予想さ

　れている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　醗

　　また｝米国のスペース財ヤトルの登場等によって、このような手段の

　活硝によって誰でもが技術的にも経済的にも比較的容易に宇宙に乗り出

していくことが可能醜りボこのような状況に対応して国際的な人命の

　救助返還体制の確立も図られセいくことになろう。

　　我即しても二野用嘩プラ・トフー三三を行6
　でいく能かと必要性を十分に有しており、しかも、今回の我が麟の固有

　のミッシ。ンを達成．して行く上で、これらの設置、運営が不可欠と考え

　られるところかち・このよ「うな時代に我ぷ国として有入計画を避け1又

　は無視して通ることはできないと：考えられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1臥
②q我が国の有ヘミ．ッショツ　　噛　1　　　　　　　　　　1，

　　将来の技術立国を考えた場合、．理工学実験ミッシ、ヨン、通信ミッショ

　ン、材料工学ミリシ身ン、ライフサイエンスミッシ．ン等は重要なみ窃

とな解くるが・これ『の珊二つ呼尋ま難国も三三の実験縫

　めていく事のと弔えられ・しかも」これらの分子はその大部分が有くサ

：ポ「ト付きで実施されていくこと．になろう。

　　我が国が有人サポートシステムを使用することにした場合にも当然と
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　　　　のような分野がまずとりあげられていくことになろう。その後は輸送機

　　　　の向上によって各種衛星の修繕、管理等や宇宙工場の建設や管理等の分

　　　　野にも順次拡大されていくことになろう。

　　　（3）我が国の取組み方

　　　　　．スペニスシャトル時代には、，米国は約100億円ぐらいで他国が有人

　　　　飛行を行うことも可能としょ留してレ・るが、このよう1二先進国鮪入

　　　　飛行システムを活用す生合1三も回廊飛行士の訓練や宇宙飛行士の保健

⑪　管理や帰国働鍛三等のた助医師や技術老の訓綴その他の戦

　　　　に数年を要し・まな・我が国からの宇宙飛行士のための三三品や宇宙飛

　　　　行士の使用品を開発する場合でも数年を要する。・

　　　　　そこで・1980年（昭和55年）には米国のスペ「スシャトルの実

、　　　用運航が開始され世界的な有人飛行時代が到来することでもあり、有人

　　　　ミッシコンに対する我が国の取り組み方についてもできるだけ早期にそ

　　　　の計画化を図っていく必要がある。

　　5　国内的条件と計画の進め方

　　　　近時、人々の社会的要求は多様化と三木を続けており、特に公共サービ
⑫
　　　ス部門につ照鞭めて蘭質かつ三度ρもの藤求されるようになつ

　　　越ている・宇宙醗煕テレビ三三、国際翻、気象予報の鞭向上を

　　　！まじめとして広汎な分野にわたりてそのようなサービスの叫を可能とす

　　　るも9であるが・搬的にはまぢ多くの三々にとらでご三三憾じら

　　・』れるほどの厳を遂げて舳ないと考えられる・縮三三嘩本的に．

　　　は国によ（て支えられるところが旧き熔ものである以上も国民の十分な支

　　　持ρもとにこれを行うべきことはいうまでもな回すでに述べたように我

．、一 T4一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

姻は潜在的には醒擁三人飛行給む広汎かつ多三三薩潔
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
動を展開しうる潜在的能力を有するに至っていると考え．られるが、資源的｝

難のもろさ・経済的不況等磯多の調題をかかえており、我姻がめ

のような濁をどのよう燵めるかについては経溶血鞭因も踏まえ1

た十分な検討を行い、人々の十分な理解と支持のもとにこれを行うことが

必要であると考えられる。

　またかその際宇宙開発計画の遂行に当たっそは、多大の資金や時間を必

要するので濠こで腰とな嵌術醗の成果蝉に批難の珊だ⑳

けでなく・他の分野にも広汎に技術移転が行われるよう酉確し、また、そ

こにおける活動が相当長期間にわたって国の科学技術水準の維持向上を図

，るための有力かつ効果的な手段となることを十分に考慮して国家百年の計

をもってこれに臨むことも必要と考えられる。

　またヨー一方では、今世紀末までにも宇宙開発活動は広汎な：展開をみせる

こととなろうが・その際には二三の宇島開発活動の干渉や妨害、宇宙空

間やそこから持ち帰った物：質等による地上の汚染等を防止する等、十分な

三二的アセスメン’トを行う必要がある。本報告書は靖書函も述べたように：

基本的には宇宙醗の長騨展筆任務として淘・主に瀟的観点から命「

これ鰹理峠ので・以上に述べた諸点については粉回議が尽されて

三三も多い・今後我岬醇宙醗計画ζして・この報舗碑鯵1

げた諸事項を具体化していく際にはこれらの諸点にも十分配慮していくこ

とが必要と考える。
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